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社会資本整備審議会 建築分科会 第８回建築基準制度部会 

平成２５年１０月２日 

 

 

【事務局】  それでは、会議を始めさせていただきたいと思います。 

 本日はお忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございます。 

 以降、座りまして進めさせていただきます。 

 本日は、マスコミ等の取材希望がございますので、よろしくお願いいたします。 

 本日の議事につきましては、分科会に準じて、プレスを除き、一般には非公開となって

おります。それから議事録につきましては、委員のお名前を伏せた形で後日、国土交通省

のホームページにおいて公開することとしておりますので、よろしくご了承をお願いいた

します。 

 まず最初に、資料の確認をさせていただきます。お手元の配付資料の議事次第の次に、

配付資料一覧というのがあろうかと思います。クリップを外していただければと思います。

資料１が委員名簿、資料２が木造関連の検討の資料、それから資料３が確認検査制度等の

関係の資料、それから資料４が委員の意見でございます。それから資料５が今後のスケジ

ュールということでございます。それから参考資料として、これまでの委員のご意見をま

とめたものがあろうかと思います。もし欠落等ございましたら、事務局までお申し出いた

だけませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、次に定足数の確認をさせていただきます。現在、建築分科会委員、それから

臨時委員、計１４名中、１１名の委員にご出席いただいておりまして、社会資本整備審議

会令第９条によりまして、本部会は成立しておりますことをご報告申し上げます。 

 それから、前回以降、委員の変更がございました。今回、新たに○○委員にご参加いた

だいておりますので、ご紹介申し上げます。 

【○○委員】  ○○でございます。よろしくお願いします。 

【事務局】  なお、○○委員は若干遅れられるということでございます。それから○○

委員、○○委員、○○委員におかれましては、本日ご欠席とのご連絡をいただいておりま

す。 

 それでは、これから議事をお願いしたいと思います。議事運営につきましては部会長、

よろしくお願いいたします。 
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【部会長】  どうもありがとうございます。台風が近づいていて、何か蒸し暑さがぶり

返したようですが、夕刻のお忙しい中をお集まりいただきまして、ありがとうございまし

た。 

 それでは、ただいまから第８回建築基準制度部会の議事に入らせていただきます。 

 本日の議題は、皆様方の議事次第にありますように、木造建築関連基準等のあり方につ

いての検討と、効率的かつ実効性のある建築確認制度等のあり方についての検討でござい

ます。事前にちょっと事務局から漏れ聞いたところによると、今日、特にこれをという決

定事項はございません。両議題について、最終的な結論に持っていくために、また本日も

皆様方から忌憚のない意見を伺って、それを次回以降、まとめる方向に進めていきたいと

思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、議事、この順序でということで、まず事務局より議事の１番目、木造建築関

連基準のあり方の検討について、これは資料２でございます。これについて、これは事務

局からご説明をお願いしたいと思います。 

 よろしくお願いします。 

【事務局】  私のほうから、まず資料２に沿いまして、木造建築関連基準等のあり方の

検討につきましてご説明をさせていただきます。 

 資料２、表紙をめくっていただきまして、１ページをお願いいたします。まず現状の課

題でございます。 

 まず木造の建築関連規制に関しまして、幾つかの社会的要請がございます。１つが平成

２２年の５月に公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律が成立してございま

す。この中には、木材の耐火性等に関する研究の成果、建築の専門家等の専門的な知見に

基づく意見を踏まえて検討して、規制の撤廃・緩和のために必要な法制上の措置を講ずる

という国の責務が示されてございます。 

 また、それを受けまして、６月には規制・制度改革に係る対処方針の閣議決定におきま

して、耐火構造が義務づけられる延べ面積及び学校などの特殊建築物に係る階数基準につ

きまして、研究成果等を踏まえて必要な見直しを行うという方針が示されてございます。 

 まず現行の制度でございますが、現行の制度におきまして、この延べ面積の基準に関し

ましては、建築基準法第２１条２項というところにございます。具体的には、延べ面積が

３,０００平米を超える木造建築物等につきましては、このような大きい建築物につきまし

て、火災の際に周囲に著しい危険を及ぼすおそれが大きいということから、その主要構造
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部、柱ですとか梁ですとか、そのような主要構造部を耐火構造としなければならないとい

うかたちに書かれてございます。 

 また、建築基準法第２７条、学校などの特殊建築物に係る階数基準のところに相当する

部分でございますが、この特殊建築物に関しましては、階数又は面積によりまして、耐火

建築物または準耐火建築物とすることが義務づけられてございます。例えば学校につきま

しては、３階建てとする場合には耐火建築物とすることとしなければならないというかた

ちで規定されてございます。 

 その結果、この赤の囲みのところでございますが、木材利用の促進の観点から、大規模

な建築物を木造でやろうとしますと、主要構造部を耐火構造とすることが義務づけられま

す。木造の耐火というものも存在しますが、このような木造を耐火性の高い材料で被覆す

るなどの措置が必要ですので、具体的には木造らしい建築物の実現が困難などの課題があ

るところでございます。 

 続きまして、２ページをお願いいたします。これに関しまして、今まで委員の皆様から

いただいた意見でございますが、専ら新技術の導入、設計の自由度という観点でのご意見

だったと認識してございます。 

 技術は常に新しく進化してございますが、建築基準法は今申しましたように、一定の規

制になって、仕様的な基準になってございます。このため、新たな技術が使えない状況に

あるのではないかと、このような面の検討をすべき、また計画・設計の自由度が妨げられ

ないようにすべきというご意見をいただいてございます。 

 今後の検討の方向としての１つの整理でございますが、大規模な木造建築物等の主要構

造部の制限に関しましては、火災の拡大を３,０００平米以内に抑えるという性能を満足す

る場合には、耐火構造等以外の場合でも３,０００平米を超えて建築が可能となるような性

能規定化をすることができないだろうか。また、学校などの特殊建築物に関する主要構造

部の制限に関しましても、在館者の安全な避難や救助、後ほどこれは少し詳しく説明しま

すが、避難・救助が完了するまで火災に耐えるというようなことを性能として示しまして、

これを満足する場合には、例えば準耐火ですとか耐火要求をしないというような性能規定

化をすることが検討できないだろうかというものでございます。 

 これに関しまして、３ページをお願いいたします。これまでこれに関しまして、実大火

災実験等の実験でいろいろな性能の確認作業をしてございます。 

 まず２３年度でございますが、実大火災実験をつくば市でやってございます。平成２４
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年の２月でございますが、つくば市で実施してございます。この際に、今まで非常に大規

模な木造建築物の火災実験等をやったことがないということで、大規模な木造建築物の火

災について、建築物内部の火災の拡大がどのようなふうに広がるんだろうか、煙はどのよ

うなふうに広がるんだろうか、また長時間、火災が継続した場合の躯体がどのような影響

があるのかというようなまず基礎的な知見を得ようということで、平成２３年やってござ

います。 

 具体的には、左側の絵のような２,２００平米ほどの学校をつくりまして、１時間の準耐

火構造。バルコニー、ひさしなどの設置はしない。内装は、ある意味では危険側というこ

とで、１階の内部は全面木質仕上げ。さらに、下の絵にあります防火壁と書いてあるのが、

右のほうに１スパン分ぐらい区画されていると思います。防火壁という区画を、ここに壁

の区画を置いてございます。これで横方向の火災の拡大が、この防火壁を置いたときはど

うなるかというのを検証してございます。 

 実験の状況でございますが、まずこの２１条２項関係という、ちょっと赤い囲みのほう

でございますが、大規模な火災に関してどうなのかということでございます。火災の拡大

の状況としましては、出火階の他の区画、防火壁を介した区画に、防火壁があるにもかか

わらず、約１８分で延焼してしまってございます。これは、この防火壁に設けました防火

戸に通じたものというふうに考えられてございます。このため、このような大規模な火災

で非常に強い圧力が室内で働くようなものにつきましては、どうも単純な防火戸というも

のではなかなか難しい面があるということが認識されてございます。 

 またこの防火壁自体も、軸組の中央部分が燃え尽きまして崩壊した後、一定時間は自立

していましたが、最終的は倒壊してございます。このために、この開口部の問題、また火

災が終了するまでの倒壊を防止するという観点での課題が残されたというのが平成２３年

度実験でございます。 

 また、２７条に関しまして、これは避難ですとか救助の観点でございます。これはまず

火災の拡大という観点では、出火階は、これは１階で火をつけてございます。１階のほか

の例えば階段室とかについては、３０分ぐらいで延焼がしてございます。さらに、出火階

の上のほう、窓から火が出て、上のほうに、２階には３分３０秒、３階には６分２０秒と

いうことで、非常に早い時期に、早期に延焼がしてございます。 

 また煙に関しましても、他の区画、同じ階の他の階段室とかに８分ぐらいで煙が進入し

だしてございます。また、構造躯体の倒壊も７２分で部分的な倒壊が始まり、約２時間で



 -5- 

全壊してございます。 

 このために、他の区画への早期の延焼を防止する対策がもう少しきちんと考えるべきで

はないか、圧力の変化による開放を防止するなどの防火戸の問題があるのではないか、と

いうような課題がございました。 

 建物自体の倒壊につきましては、一定の性能があるということが確認されたというのが

１回目でございます。 

 続きまして、４ページ。２回目の昨年の１１月に下呂市で行われた実験でございます。

これに関しましては、この１回目の実験の結果を踏まえまして、まずバルコニー、ひさし

といった、上下方向の火災の延焼を遮るためのひさしというのをまず設けてみようと。ま

た内装に関しましては、全面木というものではなくて、壁とか天井を不燃材料にしてみよ

うと。また、防火戸に関しましては、ラッチといって、手すりを上げ下げしますと、扉で

出入りする部分があると思いますけども、そのラッチというものをきちんと設けてみよう

と。また、防火壁にも同じような形の防火戸にしてみようというものでございます。また

水平力に対しても自立する構造としました。 

 これに関しましては、２１条２項関係、要するに横方向に関しましては、下の写真にあ

りますように、かなり強い火災になった段階でも横方向への火災の拡大というのは見られ

ませんでした。この性能というのは一定確認されたと見込んでございます。 

 ただし、この２回目の実験の際、安全管理上、３階への延焼後、速やかに実は消火して

ございます。１回目の火災でかなり周辺に火の粉を飛ばしたりとかいろいろことがござい

ましたので、安全側に２回目の実験をしてございます。このため、火災が終了するまで一

体どうなるかというような検証は、まだきちんとできていない状態でございます。 

 また、この防火壁の出っ張りに関しましても、この写真にありますように、かなり大き

な出っ張りになってございますので、基準化を踏まえて合理化がどの辺で図られるのかと

いうのが課題になってございます。 

 また、２７条の防火・避難の関係でございますが、出火階のほかの区画には、３階の延

焼の消火まで、最後まで延焼はございませんでした。２階や３階にも最終的には延焼して

いますが、２階には７９分、３階には８９分で、かなりの時間、延焼が防止されてござい

ます。煙の流動も非常に限定的でございました。このような形で、一定の性能が確認でき

たというのが２回目でございます。 

 今後の課題としましては、バルコニーとかひさしがある場合には、かなりきちんとした
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ものができるということがわかりましたが、このバルコニーやひさしは必ず設けなきゃな

らないのかと。バルコニー、ひさしを設けなくても、在館者の避難とか救助が完了するま

で延焼とか倒壊を防止する対策というのが可能なのかどうかというのが課題として残って

いるというところが現段階でございます。 

 続きまして、５ページをお願いいたします。木造３階建ての実大火災実験、今年度、本

実験ということを考えてございます。 

 まずそれに先立ちまして、屋外区画の実験を建築研究所で教室規模、実際ではなく教室

だけの規模なんですが、実験をしてございます。これで防火壁の出がどのくらいなら十分

な延焼防止の性能があるのか、また内装を一部不燃化することによって、上階への延焼を

かなり抑えることができるのじゃないだろうかと、このようなものについての予備的な実

験をしてございます。 

 この結果、防火壁の出幅が５０センチぐらいあれば十分な性能があるのではないかと。

また内装に関しましては、天井を不燃または準不燃レベルにすることによって、かなり上

階への延焼を防止することができるんじゃないだろうか、というような一定の知見が得ら

れてございます。これを本年の１０月２０日、今月のもう２０日でございますが、２０日

に下呂市で行う実験におきまして、２１条２項関係につきましては、防火壁の出幅を５０

センチとして、火災盛期を超えた状態まで火災を継続したことで防火壁の性能を検証しよ

うというもの。また２７条は、ひさしとかない状態で、天井を不燃化することによって上

階延焼を在館者の避難・救助が完了するまで一定の性能が、延焼防止、遮煙、倒壊防止、

こういうものが確保できるのかというのを確認しようというものでございます。 

 ６ページは、この救助ですとか避難ってどんなイメージなのかというものでございます

が、ここの６ページの絵にございますように、実際に火が出て、消防活動で消防が駆けつ

けるまでの時間、２０分から、大体２０分ぐらいあれば統計的には駆けつけが実際にされ

ていますが、このくらいの間は、開口部を通じた延焼はきちんと最終的に防止しようと。 

 さらに在館者避難、これは普通の避難だけじゃなくて、実際に逃げおくれた人を消防隊

が現場まで救いに行って連れ出してくる、そのくらいのイメージの避難・救助でございま

すが、この間、建築物自体の倒壊及び延焼を防止すると。このような性能があれば、この

学校に関して、今まで耐火建築物として要求した性能が確保できていると言えるのではな

いだろうかと考えているところでございます。 

 ７ページは、前回、１回目、２回目の試験の状況でございます。これはご覧いただくと。 
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 また８ページ、参考でございますが、先ほど申しました教室大の実験を実際にやってい

るものでございます。この８ページのところ、右側の上に写真ありますが、この教室大の

ところだけの試験体でございます。これでやってみますと、大体、天井を不燃にしますと、

グラフにあります４５分ぐらいまで火が完全に教室全体に回るのを防げるだろうというも

のでございます。 

 最後のページ、９ページでございますが、その教室規模の実験での中の状況でございま

す。火災の進展なんですけども、火をつけて３分ぐらいで天井まで届くようなレベルの火

の大きさに一回なります。これで大体、覚知すると。要するにここで消防に連絡が行くと

いうふうに考えられるレベルだろうと。その後、一旦、火が多少、周辺のものだけ一回燃

やした上で、天井が不燃にされていることもありまして、一旦、少しおさまります。その

後、さらに火が大きくなって、４６分４０秒のところ、覚知から大体４３分ぐらいで１階

のフラッシュオーバーが起きてございます。 

 ２階でございますが、２階はそうなりますと４６分ぐらいまでは基本的には火が噴き出

しませんので、延焼がありません。それで、４６分４０秒に１階のフラッシュオーバーが

起きた直後に、４７分、ガラスが割れ、ガラスが落ち、少しずつ火が入り出して、５１分

３０秒の段階で、覚知から約４８分ですが、開口部の上部が着火して、５２分に２階もフ

ラッシュオーバーとなってございます。ただ、このような形で４０分以上は少なくとも２

階部の延焼は防止できるということで、こういう状態であれば、十分に消防が駆けつける

までの間で、上階延焼を抑えることができるのではないだろうかというものが見られてい

るものでございます。 

 これにつきまして、今回、実大実験におきまして最終的な性能確認をして、基準化に向

けた検討を進めてまいりたいと思ってございます。 

 まず以上でございます。 

【部会長】  どうもありがとうございました。 

 ただいまの事務局からのご説明につきまして、まずこの資料についてのご質問だとか確

認したい事項をお聞きしたいと思います。意見交換はこの後の場に譲るということで、ま

ず資料についてのご質問だとか確認したい点、お持ちの方、挙手をしていただければと思

います。 

 ○○委員、どうぞ。 

【委員】  ○○です。去年の秋の実験のときのひさしの出はどのくらいの大きさだった
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んでしょうか。４ページの。 

【事務局】  １.５メートルです。 

【委員】  １.５メートル。で、意見交換になってしまうので、ここでやめます。確認し

たいのはそこまで。 

【部会長】  ほかに何かございますか。じゃあ、○○委員。 

【部会長代理】  ２ページで、これももしかしたら議論になってしまうかもしれないけ

ど、下側のほうに、火災拡大を３,０００平米以内に抑える場合はということが書いてある

のですが、その３,０００平米というのはどのような意味があるのでしょうか。もちろんも

ともと３,０００平米の規定があったということはわかっているのですが、その３,０００

平米の別な意味は何かあるのでしょうか。 

【事務局】  ３,０００が明確にここという数字があるわけでは、正直言ってございませ

ん。ただ、やはり火災拡大、今回の例えば２回目の実験、２,０００ぐらいでかなり大きな、

２,２００くらいが完全に燃えてございますが、火の粉がかなり広範囲に飛んでいたりとか、

周辺にかなり大きい輻射熱になってございますので、やはりこのくらいの大規模になると、

かなり周辺に及ぼす影響は大きいだろうというような形で考えてございます。 

 ただ、２,０００なのか３,０００なのかというのは、それは今まで経験的に決められて

いるところがございます。 

【部会長】  ほかに。 

 私のほうからよろしゅうございますか。６ページなんですけれども、今回、平成２５年

度でやる実験ですけど、時間的な経緯から見ると、着火してから２０分間は、これは何も

しない。大体、おおよそとおっしゃいましたけど、２０分なら２０分と。それから検索・

救助があって、消火活動がずっと続いているんですけども、この検索・救助の時間という

のに、今、何か目安の時間というのはあるんですか。建物規模で多分、決められていると

思うんですけれども。 

【事務局】  検索・救助の時間に関しましては、大体、建物規模で今、いろいろなシミ

ュレーションで試算をしていますけども、大体、学校レベルのような比較的広い建物であ

るならば、５０分か６０分ぐらいで十分に検索・救助が可能だろうと。ただ、例えば就寝

施設で細切れになっているような建物ですとか、そのような建物になると、大分、逆に長

くなるだろうなと考えています。とりあえず今、学校ではそのくらいの、５０分か６０分

ぐらいというイメージで。 
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【部会長】  ごめんなさい、何分。 

【事務局】  ５０分……。 

【事務局】  ３階建てではですね。 

【部会長】  ３階建てでは。３階建てでこの規模という大きさでよろしいですかね。 

【事務局】  はい、５０分か６０分ぐらいというイメージだと。 

【部会長】  ５０分ぐらい。そうすると、５０分間ぐらいは、消火はやっぱりその時間

とは別個やられているので、早目に消えちゃう、消火活動が終わってしまうこともあるし。 

【事務局】  はい。 

【部会長】  でも実験条件としては、これは○○委員のほうだと思いますけど、消火活

動で消えちゃえば別なのですけれども、５０分までは一応、火のついた状態を保つという

ことでいいのですか。実験上、実験条件は。 

【委員】  実験ですからどうなるかというのは、やってみないとわからない面はありま

すが、それを期待しています。 

【部会長】  特に消火活動を抑えるとか何かということはやらないのですね。 

【委員】  消火については、基本的にはまず安全管理上、それが必要となった場合には、

どんなに早くても消火いたします。それ以外については、もっと前の、３ページの下のほ

うに赤で囲んだところ、もっと後か、すみません、次です。４ページですが、準備実験の

下のほうに今後の課題というのがありますが、前回は２階に火が入って、わりと早く３階

に延焼しましたので、それでそこで安全管理上、消火をいたしました。そのために、火災

が１階、２階で長く続いたときに、構造的にどうなるかということはよくわかっておりま

せん。 

 そこで、そこの今後の課題というところで、倒壊防止性能のところですが、等について

は火災が終了するまで検証が必要であると。こういうことは必要だろうと思っております

ので、１階、２階でできるだけ長く燃えているという状態でやってみたいと思っています。

少なくとも準耐火は１時間でありますので、少なくとも１時間は続くという状態をやって

みたいと思っております。 

【部会長】  実験ですので、おっしゃるとおりどういうことになるかというのが予測ど

おりいかない場合もあると思いますけれども、ぜひ安全管理のほうには十分気をつけられ

てやって。これは希望でございます。 

【委員】  はい。 
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【部会長】  これ、平成２４年度に比べて、ひさしの問題、それから防火壁の出の問題、

それからあと天井を難燃材から不燃材に変えたという、大きくその３つがパラメーターと

して変わっているんですね。その結果の評価のときに、我々、実験計画をやるときいろい

ろ考えるのですけど、これ、試験体数が少ないから、このような形で実験パラメーターを

複数、動かしているのですけれども、そのあたり、何か後で問題になるような場合には、

建築研究所の構内でおやりになる教室規模の試験でカバーできるというめどは立っている

と思っていいですか。 

【事務局】  防火壁の出などは、いろいろな試験をして、５０センチぐらいでどうもい

けそうだというようなことを踏まえて、今回の最終的な実験に臨むという形になりますの

で、ある程度、そのような技術的な蓄積は踏まえた上での実験とは考えてございます。 

【部会長】  ほかに何か。ちょっと私も質問的なことで内容を聞きましたけど、資料の

数字の確認だとか質問よろしければ、それでは少し意見交換というのか、提案とか確認事

項も含めて、ございましたらぜひお願いしたいと思います。今日が最後の場で、もう実験

にかかってしまいますので、何か反映できる意見もあるかもしれませんので、この場でぜ

ひ皆さん方からご意見をどうぞ。 

【委員】  ○○ですが、よろしいですか。 

【部会長】  どうぞ。 

【委員】  でももう実験は計画されているので、もう反映できないと思うので。 

【部会長】  よっぽどのことがあれば。 

【委員】  言いにくいのですけれども、先ほどの質問とも関連するんですけれども、ひ

さしがないと上階延焼が想定以上に早かった、ひさしを十分とればかなり完璧だったとい

うことで、今度、ひさしがなしの実験をすると。これも前、私、主張したように、ひさし

を何センチ出しなさいというような仕様規定風になるのがいいとは思わないのですけども、

実験的にいえば、例えば今、耐火構造でもひさし５０センチということがあるので、５０

センチぐらいのひさしだとどのくらいの効果があるのかということと、木造のひさしが落

下しない工法というのはどういうことなのかというのは、工法的には大変興味があるとい

うか、知見としてはそのようなものが今後必要かなというふうな気がしております。 

 でももう実験が決まって、感想という……。 

【部会長】  試験体はできているようですので。 

【事務局】  そこは教室規模のものでかなり補完できると思いますので、追加的なそう
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いう実験も踏まえて、やれるのではないかと思います。 

【部会長】  そうですね。少しパラメーターをとったのは。今、○○委員からご意見が

あって、事務局からも実験的なものは対応できるものは対応していきたいということでご

ざいますので、何かこの際、このようなことも対応してもらったらどうかと提案だけはし

て、あとは予算上の問題もあるでしょうし、時間的な問題もあるし、スタッフの問題もあ

るでしょうけども、ご提案。 

 はい、どうぞ。 

【委員】  提案というより、確認ですけれども、ここで再度、実験される結果としては、

基準法にどの程度の性能規定化を入れるかということの判断基準を確実なものにするため

という意味ですか。あるいはもう少し仕様規定に近いことを考える、あるいはもう一度、

昔の３８条認定のような制度化を考える、あるいはそのような意図は特になく、とりあえ

ずこの実験を、木造の耐火性能をきちんと把握しよう、どのレベルだと考えていいんです

か。 

【事務局】  ここで言う性能規定というのは、従来からやってきた性能を法令上に位置

づけて、仕様ももちろんちゃんと大臣告示等で決めた上で、それ以外のものも認定等で認

めるような形にしていくというイメージではいます。 

 最終的にはどのような条文になるかというのは、これから法制的に詰めていかなきゃい

けないと思いますが、そのようなイメージで考えております。 

【委員】  もう一点、確認なのですけれども、今回の実験でほぼその性能規定なり仕様

規定の条文の数字なり、記述の方法というのを決めてしまおうというぐらいの意図ですか。

あるいはもう少し先になるんですか。 

【事務局】  どのような書きぶりにするかというようなことはあれですけれども、主に

この実験は、やはり具体的にどのような仕様のものを認められるかというようなことが主

眼だと思うのですが、やはりそうはいっても、性能を考えなければいけないので、３ペー

ジのほうにあるような、２ページですかね、考えているようなこういうものが概ね実験結

果から検証できるかどうかというのは、あわせてやっていくことになるのではないかと思

います。 

【委員】  さっき○○委員のほうからもありましたが、あまり拙速にしないでじっくり

考えないといけないなという感じがしないでもないので、慎重に考えていただきたいなと

思います。 
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【部会長】  慎重にというのか、あまり時間を、私は時間を置くことなく、ある程度、

実験の結果、安全性が得られるようなクライテリアに、余裕を持って早く使えるようにし

ていただきたいというのが、これは私の意見でございます。 

 ほかに何かございますか。どうぞ、じゃあ、○○委員。 

【委員】 ○○ですけど、この実験、風が強くなったらやめるのですか。要するに風をパ

ラメーターとして考えると。 

【委員】  安全管理上、１分間の平均風速が４メートル以下という条件にしております

ので、４メートル未満といっておりますので、それを満足していない限りは実験をしない

ということになります。途中でこれを超えていったら、そこでやめてしまうということに

なります。 

【委員】  わかりました。 

【部会長】  その後の風の条件での設計要件に関しては、あとは流体シミュレーション

でおやりになるのですよね。 

【委員】  そういうことになります。それとこれまでに有風下のいろいろな実験の記録

も皆無ではありませんので、そのようなのをもとに検討するということになると思います。 

【部会長】  やっぱり延焼防止という、ここでほかのものに火は燃えないようにという

感じで。 

 ほかに何かご意見、ご指摘等、よろしゅうございますか。では、この形で、もう本月に

入りましたけど、本月の半ばに実験をやられる。これは実験担当される○○委員、ぜひ十

分ご注意の上、いい成果を上げられるように、よろしくお願いしたいと思います。 

【委員】  よろしくお願いします。 

【部会長】  それでは、次の議題に移りたいと思います。次の議題は、効率的かつ実効

性のある確認検査制度等のあり方の検討に移ります。 

 それでは、事務局より資料が３と、それから４と、それから４に関連したのが、４とい

うのか、４のコンパニオンの資料が参考資料だと思いますので、その３つを多分ご用意い

ただいて、事務局からのご説明を伺いたいと思います。 

 これについても、事務局からご紹介いただくということで、では、事務局、よろしくお

願いいたします。 

【事務局】  では、引き続き説明させていただきます。 

 資料３で説明させていただきたいと思います。参考資料の中身につきましては、かいつ
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まんで資料３のほうに既に入ってございます。 

 資料３、１ページめくっていただき、２ページをお願いいたします。７項目、全部でご

ざいますが、まず１項目めの、構造計算適合性判定に関する審査方法・審査体制について

でございます。 

 まず現状の課題の整理でございますが、申請者と指定構造計算適判機関、事前相談によ

ってあらかじめ内容について打ち合わせをしたいというご要望が多いですけども、以下の

ようなケースでできていないケースがあるという問題がございます。１つは、この適判機

関、建築主事が輪番制などで決めるというケースがございまして、申請前の段階で、どこ

がやるか決まっていないというそもそもの話がございます。また、判定機関におきまして、

このそもそも事前相談に対応できる体制が整っていないという問題がございます。 

 ２つ目の丸でございますが、この適判機関によって構造検査の審査が行われるのは、当

然ながら確認審査の途中段階になります。この段階で、構造計画のそもそも根本的な大き

な指摘がございますと、設計全体の大幅な見直しになりまして、申請者ですとか、両方に

とりまして非効率な問題がございます。 

 ３つ目のところでございますが、この適判機関、下の参考にございますように、現在、

都道府県におきましては１機関のみ指定されているのが２道県、また実質的に１機関しか

ないと、業務範囲の制限によって実質的に１機関しかないというのも１５府県ございます。

このために、特定の機関にこの審査が集中して、審査が遅れるというような、円滑な審査

に支障を来すことがあると言われてございます。 

 これに関しまして、委員の皆様方からの意見でございますが、１つ目が、まず確認審査

と構造計算適判のワンストップ化ができないのかということでございますが、この同一案

件について、確認審査と構造計算適判を実施できるようにすべきというご意見と、ダブル

チェックという制度の趣旨に照らすと、同一機関で実施すべきではないという両方のご意

見がございました。 

 次に３ページでございます。機関の選択に関しましては、申請者がこの機関を選択でき

る制度とすべきという意見が多くございました。また、知事は複数の機関を指定すべきと

いう意見が多かった一方、そもそもこの判定機関の指定の判断は知事の専権事項ではない

だろうかというご意見がございました。 

 事前相談に関しましては、事前相談が応えられるような形にしてほしいというご意見が

多かった一方、標準処理期間というのも設定している中で、事前相談は規範的態度として
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の整合性を欠くのではないだろうかというご意見がございました。 

 判定員に関しまして、常勤、非常勤とございますが、常勤のこの判定員を義務づけるべ

きではないかというご意見と、そもそもふだん設計をやっていらっしゃる方が非常勤でや

るということが判定を行う制度の質の担保につながるという両方のご意見がございました。

また、判定員の審査のばらつきをなくすために、質を確保するためのルールをつくるべき

ではないかというご意見がございました。 

 不服申し立てでございますが、この判定結果自体への不服申し立てができるような仕組

みを検討すべきというご意見がございました。 

 今後の検討の方向としての１つの整理でございますが、構造計算適合性判定の第三者性

を確保しつつ、申請者が指定構造適判機関や申請時期を選択できるよう、制度の見直しを

検討すべきではないか。申請者がこの判定の結果につきまして不服申し立てができる仕組

みを検討すべきではないか。また判定員の質の確保に向けた取り組みを検討すべきではな

いかというものでございます。 

 ４ページは参考資料でございますが、機関の指定状況でございます。 

 ５ページは、確認機関と判定機関の兼務の状況でございますが、現実問題、７割の判定

がこの兼務をしている機関で行われているというものでございます。 

 ６ページは、この判定員の確保の状況。常勤判定員は全体の実働の判定員の約１７％と

いう形になってございます。 

 ７ページは、構造計算適判の日数でございますが、約、現在は５０日ぐらいで定常的に

推移しているという状況でございます。 

 続きまして、８ページをお願いいたします。今度は構造計算適判の対象の問題でござい

ます。まず現状の課題でございますが、現状、木造３階ですとか鉄骨造の３階などの小規

模な建物の中には、例えば軒高の違いによって適判の対象になるかならないかが変わって

しまうというケースがございます。これらの建築物に関しましては、当然、適判の対象に

なれば審査期間が大幅に長くなるという状況がございます。ここに書いていますように、

ルート１の場合は２０日ぐらいですが、適判が必要な場合には５０日以上というようなの

が現状でございます。 

 また、多少、細かい話でございますが、大規模な建築物でエキスパンションジョイント

で接続されて、構造的に縁が切れている建物がございますが、このような縁が切れている

建物におきましても、大きな建物に附属している小規模な部分というのがございます。こ
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の小規模な部分だけを見ますと、簡易な構造計算で済むんですが、これも制度上は適判の

対象になっているというものがございます。 

 また、逆に既存不適格建築物の増改築を行う場合に関しましては、その単体の建物、増

築部分は例えば非常に大きい建物で、それだけがもし建つ場合には適判の対象になるにも

かかわらず、制度上は適判の対象にならないと。特定行政庁なりで構造計算の妥当性を検

証するというものがございます。 

 また、同じようなケースが、既存の建築物を段階的に改修する全体計画の認定、このよ

うな場合にも同じような現象がございます。 

 これに関しまして、９ページでございます。委員の方からのご意見でございますが、こ

の一定の条件、例えば小規模なルート２以上の構造計算、このようなものの場合などに、

構造計算適判の対象を合理化すべきではないかというご意見と、その一方、建築主事等が

本当にみずから審査できるのか、実態をもう少しきちんと踏まえたほうがいいのではない

か、また対象の見直しは制度の趣旨を踏まえて慎重にすべきではないか、というご意見が

ございました。 

 先ほどのエキスパンション等に関しましては、このような構造的な分離がされたものに

関しましては、個別のその部分だけを見て、構造計算適判の対象か否かを判断できるよう

に、また増改築に関しましても、単独での新築であれば適判の対象になるようなものであ

るならば、そもそもやはり適判の対象にすべきというご意見がございました。 

 これに関しての今後の検討の方向といたしまして、構造安全性を確保するために必要な

構造計算の方法、技術的な難易度、及び特定行政庁・確認検査機関の審査能力の実態に基

づき、適判の対象の見直しを検討すべきではないかということで１つの整理でございます。 

 続きまして、１０ページは参考でございます。先ほどの適判の期間がルートごとに異な

るというもの。１１ページは、手続に関しましてエキスパンションジョイントで切れたと

き。この一番上のところが、例えばルート１のような形です。一番上のものにありますが、

ルート１という形で、小さいものが大きいものにくっついているときでも、この小さいと

ころだけでも適判の対象になってしまうというようなケースがございます。 

 １２ページは、現在の審査状況、耐震関係でございます。ルート１からルート２、ルー

ト３という形で規定が分かれているところの、その中身でございます。ルート１は主に許

容応力度の確認をすることが主なもの。ルート２が層間変形角ですとか変形に関します審

査が必要。さらにルート３になりますと、終局状態を考慮した検討という非常に高度な、



 -16- 

また一段と高度な検討が必要になるというような、このようなルートの観点で、この計算

の審査事項の観点で、このルートが分かれてございます。鉄筋コンクリート、１３ページ

が鉄骨造に関しまして、同様の考え方で現在、整理がされてございます。 

 続きまして、１４ページをお願いいたします。建築確認制度の手続の関係でございます。

現在、建築確認を受けました計画から変更する場合には、確認を受けた計画から工事途中

で計画が変更されると、その都度、計画変更の手続というのが必要になります。ただ、変

更の内容について、例えば危険性が増大しない、かつ建築安全規定に適合することが明ら

かということで、明らかに手続が要らないだろうというものの場合には、計画変更の手続

は不要として、軽微な変更として最終的に中間検査・完了検査の段階で届け出てください

という措置がされてございます。 

 ただ、やはり確認の際に、あまり危険側に変わる、もしくは内容がかなり大幅に変わる

というようなときには、全部、計画変更してくださいという形になってございます。これ

に対しまして近年、ますますでございますが、工事途中でテナントの入居者の都合により

まして、いろいろな計画が変更されるとか、このような場合には、やはり計画変更の手続

が必要というのが建築活動の実態と合っていないというようなご意見をいただいてござい

ます。 

 これに関しまして、軽微な変更の適用範囲を拡大すべきという意見が多くございました。

これにつきまして、計画変更の際の手続が円滑に進む方策を検討するべきではないかとい

うものでございます。 

 １５ページはフローでございます。１６ページは、この軽微な変更ですとか、計画変更

の具体事例について示してございます。 

 続きまして、１７ページをお願いいたします。１７ページ、仮使用承認制度の関係でご

ざいます。仮使用承認制度と申しますのは、工事の完了前に、工事が全部終わって防火関

係のものとか全部つくり終わる前の段階で、一部、使用を開始するというようなものに関

しましての場合には、仮使用承認制度を受けなければ使えないというような規定がござい

ます。これは従前、大規模な火災等が起きた際に、工事中に一部使用しながら、一部は工

事中と、そういったところで非常に大きな火災が起きて、被害が生じたという反省を踏ま

えてつくられたものでございます。ただ、この仮使用承認制度というものは、大分、裁量

的な規定の部分も多くございまして、そのような部分があるために、現在、特定行政庁し

かできないというような形の規定になってございます。 



 -17- 

 これに関しまして、以前は特定行政庁が、公共団体が自分で確認をして、そのままこの

仮使用もするということで、それなりに手続が円滑に進んでいたところがございますが、

近年、確認検査機関が確認を行った建物につきまして、特定行政庁がやるとなりますと、

一から計画について理解するということで非常に手間がかかるというような課題が現在、

多くなってございます。 

 これに関しまして、特定行政庁のみが仮使用承認を行うことができる現行制度の合理化

を図るべきというご意見をいただいてございます。 

 これに関しまして、指定確認検査機関を活用して、仮使用が円滑に進む仕組みというの

を検討していくべきではないかというものでございます。 

 １８ページは、今、申し上げました仮使用承認制度の概要、１９ページは、仮使用に関

しては今までもいろいろな規制制度改革の中でも何度かご指摘を受けて、そのたびに審査

の明確化という運用段階でのいろいろな改正をしてきているというものでございます。 

 続きまして、２０ページでございます。昇降機、エレベーター等の確認審査でございま

す。現状でございますけれども、エレベーター関係、これまでも何度か事故がございます。

事故の際に、その事故の原因になっている部分が、例えばブレーキが故障しやすい構造で

あるとか、電子部品やマイコンの部分の誤動作であるとか、このような形で制動とか制御

器に求められる性能が確実に発揮できるかどうかと、そこがこの事項のキーポイントにな

っているというようなところがございます。 

 ただ、このような部分に関しまして、確認検査時に建築主事が適切に審査するというの

は、主事の能力では限界があるというのが現状の課題でございます。 

 委員の皆様からの意見としまして、このようなものは機械なので、これを全て建築側で

対応するというのは、やはりそもそも無理があるのではないかというご意見、制御盤回路

ですとかこういう部分につきましては、例えば大臣認定の取得を前提とした審査方式を全

面的に採用すべきではないかというご意見をいただいてございます。 

 これに関しまして、昇降機の制動装置、制御器などの性能に関しまして、機械・電気に

関する専門的な知識を有する者が審査する仕組みというような導入を検討すべきではない

かというものでございます。 

 ２１ページは、この制動装置とか制御器の例でございます。 

 ２２ページをお願いいたします。５番でございますが、定期調査・検査報告制度及び維

持保全に関してでございます。 
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 まず現状の課題でございますが、定期調査・検査報告制度の実効性を確保するためには、

この定期調査、現在、定期的に、例えばエレベーターですとか建築物などの状態が適法な

状態で維持されているかどうか定期検査・調査して、それを検査報告していただくという

制度がございますが、これを、実効性を担保するためには、これが適切に実施されている

かをチェックして、この調査・検査を粗雑に行った方がいた場合には、それを厳正に対処

する必要があるというのがこのものでございますけれども、実際には報告のこの調査結果

の確認ですとか、実際の調査者、検査者に関する処分などはほとんど行われていないとい

うのが現状の実態でございます。 

 また、この定期検査という以前に、そもそも昇降機とかこのような設備に関しましては、

本当に毎日の日常的な保守点検というのが非常に重要でございますが、この保守点検に関

するルールというのはあまり明らかではないというのが現状でございます。 

 これに関しまして、委員の皆様からの意見としまして、まずそもそもこの調査・検査資

格者の質の向上を図るため、例えば定期講習を義務化すべきではないかというご意見、こ

の昇降機等の検査は専門的なので、建築士が必要な知識を備えているとは言えないのでは

ないかというご意見、定期報告適合証などの表示制度を設けるべきではないかというご意

見、また昇降機などの保守点検をやっている会社自体に資格要件を設けるなどの仕組みを

検討すべきではないかというご意見がございました。 

 今後の検討の方向でございますが、資格者の監督のあり方など定期調査・検査業務の実

効性を確保する方策を検討すべきではないか、資格者の資質向上を図るための講習等のあ

り方を検討すべきではないか、適切な保守点検の実施を促進するための方策を検討するべ

きではないかというものでございます。 

 次のページ、２３ページは、今、申しました定期報告に関しまして、現在、特殊建築物、

大規模な建築物ですね、このようなもの、昇降機、建築設備、このような３種類の定期報

告の制度がございます。 

 また、２４ページ、定期報告に係る調査・検査を行う資格者ということで、一級建築士、

二級建築士はいずれもこの調査を行うことができます。それ以外にそれぞれの特殊建築物

とか昇降機とか、それぞれ用の資格者というのが現在、規定ではございますが、下のほう

の資格者に関しましては、現在、処分規定がないという状況でございます。 

 続きまして、２５ページ、これは建築物の日常的な点検のほうの維持保全に関しまして

は、現在、維持保全に関する準則また計画の作成という規定がございますが、実際に作成
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していただいているのは１８％でございます。 

 ２６ページは昇降機の適切な維持保全。これに関しましても、先ほど申しました日常的

な点検というものは、この絵の中にありますような点線の矢印がございますが、この点線

の矢印のところというのは日常的なものとして、実は人を担保するというのは必要なんで

すが、法律としてはここの部分については手当てしていない。実線の矢印であります検査

報告、定期検査というところが担保されているということでございます。 

 遊戯施設に関しましても同様の状況でございます。 

 続きまして、６番目、２８ページでございます。建築物の事故等に関する調査体制でご

ざいます。現行の建築基準法におきましては、それぞれの特定行政庁が法律に基づきまし

て建築物の立入検査、関係者の報告聴取を行うという制度になってございます。国は直接、

このような聴取を行うとか調査を行うという権限、実はありません。国は特定行政庁への

調査協力ですとか、所有者などの了解を得て任意で調査を実施するという形で調査を行っ

てございます。 

 一方、近年、頻発しているエレベーターの事故ですとか火災ですとか、このような観点

から、建築物に関する安全性確保の要請が高まってございます。また、建築物の構造も、

先ほどの機械などにございますように、高度化・複雑化が進み、さらには同一材料・機械

を用いた物件の広域化というのも当然ながら進んでございます。このような中で、特定行

政庁の職員による調査だけでは限界があるのではないかというのが現状の課題でございま

す。 

 委員の皆様からのご意見といたしまして、この事故等が発生した場合、現在、報告を求

めることはできるのは実際にはその所有者だけでございまして、例えば保守業者ですとか

機器の製造者、このような方に対して何か直接の調査をするという権限がございません。

また、事故調査につきましては、先ほど申し上げましたように、国は任意という形でやっ

てございます。制度的枠組みをしっかりすべきというご意見がございました。 

 これに関しまして、建築物において事故・災害等の被害が発生した場合に、国もみずか

ら法に基づき必要な調査を行える仕組みを検討すべきではないかということです。 

 最後、７番目、３０ページになります。技術的基準に適合しない新たな構造方法への対

応というものでございます。平成１０年に性能規定化の法改正を建築基準法は行ってござ

います。このために、このときに技術的な知見が十分には蓄積されていなかったり、検証

方法が確立していないというものについては、性能規定化されていない仕様規定のままと
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いう技術的基準がまだ幾つかございます。 

 これらに関しましては、新たな技術開発が行われた場合には、新技術を実用化するため

にはそもそもその基準を見直すということが必要になってございまして、実用化に時間が

かかるという問題がございます。 

 これに関しまして、委員の皆様からの意見としまして、こういうような新しい材料、技

術に関しましては、専門家の審査の活用をさらに拡大して、旧法３８条、この当時は平成

１０年の改正がございましたが、弾力的な仕組みを検討すべきではないかというご意見が

ございました。 

 これに関しまして、性能規定化されていない、技術的基準に適合しない新たな技術を円

滑に導入できる仕組みを検討すべきであるというようなものになります。 

 ３１ページは、性能規定化されている技術的基準と、例えば性能化されていない採光で

すとか階段ですとか、そういうような技術的基準の事例を掲げてございます。 

 説明は以上でございます。 

【部会長】  どうもありがとうございました。ただいまの事務局からの資料説明でござ

いますけれども、ちょっと私のほうから質疑、意見交換にかかる前に、資料の構成そのも

のは、資料３の２枚目をあけていただくように、適合性判定の問題、確認制度、仮使用と

いったような７項目で取りまとめていただきました。 

 これに関しては、数度にわたって各委員からのご意見も提出していただいておりますし、

それぞれの部会においても意見交換というのがなされたと思います。私の捉えているとこ

ろでは、１に関しては、特にワンストップ化については賛否両論と。賛の方もいるし、否

の方もいらっしゃるし、それから今、事務局のほうからもお話のあったピアレビューとは

一体何かということについても、これはどちらかというと委員の中の属性によるのかなと

いうところもあって、属性による委員の方で賛成の人と、これはちょっと、やっぱり専門

家集団でやるべきだという方があると思います。 

 それから、適用範囲でしたっけね、木造のものについて、適判に今、例えば軒高や何か

でかかっているのだけれども、やっぱり今後の建築の質の向上ということを考えたら、少

しそのあたりは再考したらどうかというご意見に関しては、概ね賛成で、特に強いご反対

の方もいらっしゃらない。概ねこの部会として合意ができている事項もあると思います。 

 その点は私の認識なんですけど、この認識について、何か皆さん、ご意見あるでしょう

か。いや、そんなことはおまえの勝手な認識だということで。よろしゅうございますか。
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そんな認識を私が持っているという形で、この部会を進行させていただいてよろしいでし

ょうか。 

 はい、ありがとうございました。それでは、まず全体について、この資料の内容につい

てのご質問だとか、特に各委員からの今までのまとめという、委員の主な意見という論点

整理というようなところで、ちょっとこれは私の意見ではないかと、ただその趣旨が違う

よということがあれば、ご指摘いただくということにしたいと思いますけれども。それで、

全体について、資料の事務局からの説明で、ここはわからないと、ここはどうだというあ

たり、その点についてのご質問ということを受けたいと思います。何かある方は、挙手を

していただければ結構だと思います。 

 よろしいでしょうか。資料として……。 

【委員】  質問いたします。 

【部会長】  じゃあ、○○委員、どうぞ。 

【委員】  ２ページの３つ目の丸印にある、「１機関に集中し、審査が遅れるなど円滑な

審査に支障をきたすことがある」ですが、他の個所が「なっている」という表現に対して、

ここだけが「ことがある」というように、少しトーンが落ちています。実態として、１機

関しかないところには申請が集中する結果、審査に遅れが生じているのでしょうか。確認

させてください。 

【部会長】  いかがでしょうか。ちょっと○○委員のお話でいくと、「ことがある」とい

うのが少し、一歩引いた表現に近いんだという。 

【事務局】  必ずしも全部が全部、遅れるというのも、その時期とかにもよりますし、

ただ１機関に集中した場合にはこういった問題があるというのは、今でもあるというよう

に聞いております。 

【部会長】  私のほうからちょっと国土交通省全体の見通しを伺いたいのですけども、

昨今いろいろ経済状態が変わったりして、適判件数って増えるのか、もうそろそろ飽和し

ているのか、そのあたりはいかがですか。全く見込みだと思うのですけれども、今の。 

【事務局】  期間がですか。 

【部会長】  いやいや、件数だとか、今、お話しの、物によっては。 

【事務局】  件数は、やはり確認申請される件数によって左右されますので、若干、最

近は建築着工が増えてきているというようなこともあって、増加傾向にございます。です

から、これがただいつまで続くのかどうかは、これは経済状況等によりますので、最近は
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少しずつ増えてきている状況にはあるという感じです。 

【部会長】  漸増といった感じだと思っていいですね。ここ。 

【事務局】  要するに適判に持ってくるものがこのぐらいだという割合は、多分、一定

になったのだと思うのですね。あとは着工件数が増えるかどうかということで増減が起こ

っているということで、当初のようにどのぐらい出るかわからない中で、思ったより少な

かったとか、それからもう鉄骨のこういう構造は適判にかかるからやめようといって、か

からないような構造が選択されたりとか、そういうことは一定の落ちつきを見ているので

はないかなと思います。 

【部会長】  わかりました。 

 特に資料確認という点でのご指摘、ないようでございますので、意見交換に移りたいと

思います。先ほど申しましたように、何度か諸委員の方々からのご意見もいただいており

ますし、この場でも何か議論して、まとまらないもの、まだ残っているもの、それからあ

る程度集約できたものとあると思います。 

 ちょっと私のほうで、基本的に２ページ目の話の適判の問題がかなり大きい、皆さん方、

議論の対象かなというふうに認識しておりますけど、１と２に関して、主にと申し上げま

す、この部分についての意見交換を最初にスタートさせたいと思いますけれども、それで

よろしゅうございますか。 

 じゃあ、これに関して何かご意見ありますでしょうか。じゃあ、○○委員。 

【委員】  ○○委員がおっしゃったことに関連する質問です。３ページ、４ページに、

適判の機関数について資料がありますが、判定員に関して、地方による分布状況を示すエ

ビデンスはあるでしょうか。場合によっては機関数が少なくても判定員は多いのかもしれ

ないし、あるいは必ずしもそうは限らないかもしれないですが、機関数が少ないと直ちに

審査に時間がかかるということにもならないかもしれないのでもし統計があれば教えてい

ただきたいと思います。 

【事務局】  統計としてはありますので、整理してお出しするということで。ちょっと

今の段階ですぐにお示しはできませんが、次回、地方ごととか、そういった分布は整理す

れば出せると思います。 

【部会長】  関連して、私のほうも、ある程度、情報があればなということですけど、

６ページ目に、常勤がやるか非常勤がやるか、ここもさっき申した委員の属性によってわ

りと傾向があるかなと思っているんですけども、人数と、これ、前、出ていましたよね、
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常勤の人は大体何件ぐらいやっていて、非常勤がと。それ、今ちょっと何か。確か事務局

のほうからお話を伺ったような。４件とか２件とか、何かかなり差があったと思っていい

ですか。 

【事務局】  それは前回の資料でお示ししたんですが、ちょっと。 

【部会長】  出ていましたよね。わかりました。これでやれば、多分この委員の中でも

比較的常勤を増やしたほうがいいのではないかという発想と、やっぱり本来的にピアレビ

ューだから同種仲間が見るんだというのが、実態はどちらかなということで確認したかっ

たという。 

【事務局】  ちなみに、前回の資料でお出ししたんですけれども、常勤の場合はやはり

１年間で大体１００件ぐらいやられています。非常勤の場合には１年当たり２０件ぐらい

ですね。十数件とかということかと思います。 

【部会長】  ということは、１人当たりの処理件数が、単純に見て５倍、非常勤と常勤

の数も大体２０と４０で１対４ぐらいだということで、こなされている割合でいったら半

分半分ぐらいということですかね。そんな理解でよろしゅうございますか。 

【事務局】  そういう感じだと。 

【部会長】  そういうのが実態です。 

 ほかに何かこの件に関して、いかがでしょうか。これはわりと賛否まとまっていないと

ころですから。じゃあ、○○委員。 

【委員】  数の質問をさせていただきまきましたが、申請内容についても情報があれば

教えていただきたい。どこで線を引くかは難しいですが、非常に大規模で複雑で高度な技

術を要する申請がどれぐらいあるのでしょうか。ルーチン的な申請が多い地域、非常に高

度な申請が多い地域等、実態を少し見てみないと判断が難しいのではないかと思います。

大規模で高度な技術を要する構造設計の物件がどの程度、各地方で申請されているのかを

示す、データはあるでしょうか。 

【事務局】  何をもって高度かというところは若干難しいところはあるのですが、簡単

に言うと、先ほどちょっとこの資料で申し上げました、例えば１２ページにございますけ

れども、肌色みたいなルート１というところが適合性判定の要らない、非常に簡易な計算

法のものと、それから黄色の部分がルート２と言われるもので、このルート２と、それか

らルート３、それから限界耐力計算というのは、これはそれぞれ適合性判定の対象になっ

ているのですが、実はルート２は件数としては非常に少ないです。全体の数％というよう
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な割合。 

 実態は、ルート３が大半を占めていてというような状態でございまして、そういう意味

でいうと、かなりルート３になると、建物もほんとうに壊れる状態みたいなものを想定す

るので、かなりモデル化なども厳密に見なきゃいけないという。これはかなりレベルの高

い計算かと思いますので、現実には、このような申請が適判の対象の中では大半を占めて

いるというのが実情かと思います。 

 数は調べておりますので、また。 

【委員】  単純に、申請件数と判定機関数、あるいは判定員の数だけではなく、審査の

中身も見ていかないと、審査に時間がかかるというご指摘への改善策につながっていかな

いと思います。 

【部会長】  進行役の私が発言するのも若干異論があるかもしれませんけど、○○委員

のお話に関連したようなことでいくと、適合性判定を、ちょっと言葉は定性的になるから、

法律は何だと言われますけども、身近な機関でやっているところと、わりと北海道の方が

東京の機関に依頼して、九州の方が東京に依頼したりという、そういうのが多分、今の問

題を出すと思いますね。 

 地元でやるよりは、ほかでやるという、それがどの地域がわりとそういう特性があるか

というのは、多分、非常に生産的には関心のあることだと思いますけれども、そういう傾

向は、私は身の回りに来る情報からはそんな傾向あるなという感触は持っていますね。私、

データは持っていませんので、これだということは皆さん方に申し上げられませんけれど

も。 

【事務局】  その辺はなかなか確実に読み切れていないというのが実情でして、確認申

請をする元請といいましょうか、そこの事務所がどこにあるかということにもよるのだと

思うのです。東京の事務所でやられているような場合は、むしろ東京の適判機関に行った

ほうが楽だというようなご意見もありますし、地元からすると、○○委員がおっしゃるよ

うに、東京まで行かなきゃいけないというようなチェックもあって、その辺もあって、ち

ょっと統計的にそれを整理したものは今のところ持ち合わせておりません。 

【部会長】  いかがでしょうか。この１番と２番、わりと大きな問題ですから、この場

でご意見が出るかなと思っていたんですけれども。じゃあ、○○委員。 

【委員】   ワンストップ化ということについてお伺いします。同一機関で確認審査と

適合判定を実施できることがワンストップ化であることはわかりました。この場合、確認
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審査する人もしくはその組織に対して、あなたはよくできるから、その審査に適合判定を

含んでよいのだという意味なのでしょうか。それとも、第三者性はやはり確保しなくちゃ

いけないから、同じ機関で審査・判定するにしても、入り口を２つ設けて、こちらは確認

審査をあちらは適合判定というように、両者を独立させるのでしょうか。 

【部会長】  事務局のほうからのご紹介がいいかもしれませんが、私の理解は、このワ

ンストップ化をご提案されている方のご意見は、一昔前の郵便局と郵便貯金局みたいに、

仮に同じ空間であってもスペースは分けると、組織的には違うものだというご提案ではな

かったかと思います。 

 厳格に、同一機関というのか、これを同一法人に読みかえるのか、その辺は、多分その

あたりは行政……。 

【事務局】  もともとその定義自体があるわけではないのですけども、多分、同一法人

で、それぞれ指定確認検査機関にもなっているし、適合性判定機関にもなっているといっ

たものがございますので、今は確認を例えばＡという機関が受けますと、別の機関に適判

は持っていかなければいけないようになっています。必ず別の機関で実施するということ。

それを同じ適判と構造適判、両方の機関の指定を受けたところは、同じ機関でできるよう

にしてほしいというのがワンストップ化の要望かと思います。ですから、同一法人の中で

やると。 

【委員】  同一人物ではないと。 

【事務局】  一応、それぞれの顔を持っていると言ったほうがいいんでしょうけど。 

【委員】   わかりました。であるとすれば、同じページの２つ目の丸印にある、「構造

判定機関による構造計算の審査が行われるのは、確認審査の途中段階となるため」という

文言は、それがワンストップであろうとなかろうと生じるのではないでしょうか。途中段

階で大きな指摘があると大幅な見直しにつながりかねず非効率であるとありますが、これ

がワンストップ化、同一機関でも別人による審査・判定によって、でどう解消されるので

しょうか。 

【事務局】  多分、ワンストップを要望されている方からすると、同じ機関であれば、

最初の申し込みの際に、最初の説明をしたりする際に、一緒に、同じ機関ですから、適合

性判定員と確認検査員の方が最初に計画の中身のヒアリングとかをして、早い段階で指摘

をしていただけるので、そのようなふうにしていただきたいというのがご要望の趣旨では

ないかと思います。 
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 ですから、制度上、必ずそうなるというわけではなくて、実態上、そうしていただける

ようになるのではないかということでおっしゃっているのではないかと。 

【委員】  わかりました。ありがとうございます。 

【委員】  ちょっといいですか。そうすると、あれですよね、理屈上は１つの機関の中

でもファイアウオールがあって、セクショナリズムって１つの場所の中でも幾らでもある

ことなので、１つだからといって一緒にやられるということには必ずしもなりませんけど、

事実上の運用上の効果を期待するという程度のものだということになるんですかね。 

 仮にそこを融合させるとすると、その法改正自体が何だったのかという話になるので、

もっと抜本的な議論になってくるのだろうなと思います。その可能性も排除されないのか

なとは思いますけど、議論としては。 

 それがコメントですけど、関連で、１と２のところでお伺いしたいのは、３ページ目で、

今後の検討の方向のところと多分関係してくるのですが、前に事前相談の話について、少

し安易なのではないかというふうにご意見申し上げたんですけれども、この中で、事前相

談というのをどういうものとして想定するかということによりますけれども、事前のすり

合わせみたいな話だとすると、手続を、分けている手続とかいう点、今の人の問題もあり

ますけど、そこがネグられてしまうという危険性があるということを申し上げたんですが、

そのことと、今後の検討の方向性のところの何か申請時期を選択できるようにするという

あたりの関係と、それからもう一つは、何か適合性の判定の結果について、不服申し立て

できる仕組みを考えるということなんですけれども、そうすると、この判定が処分だとい

う、そういう前提で考えるのか、それから不服申し立ての事前相談というのは、これは手

続としては同じなんですね。これは近似性を非常に持っているので、事前にやるか事後に

やるかというだけの話なので、不服申し立て自体も、ある種のすり合わせ的なやり方とい

うこともあり得るので、何かそこが全体としてもう一つきれいに整理されていないような

感じが、ご説明だとするので、その辺をざっくり説明していただけるとありがたいんです

けれども、どういうイメージなのか教えていただきたいんですが。 

【事務局】  ここについては、まだ明確にこの委員会でのコンセンサスを得られていま

せんので、とりあえずいろいろご意見いただいた中で、大体ここは皆さんのご意見として

一致しているのではないかなということを書かせていただいています。 

 例えば申請者がその判定機関とかを選択して、例えば今は必ず確認にまず最初持ってい

って、それから適判という、これは制度上の仕組みがそうなっているものですから、でき
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れば構造のほうを早く見てもらって、だめなものはだめと言ってもらえば、それがほかの

規定にも影響を及ぼすことが結構あるものですから、そういったようなことができるよう

に、制度上できるかどうかということを今後検討していく必要があるのが１つ目の丸でご

ざいます。 

 それから、今、適判が逆に非常にいろんな、申請者からすると、どうも不当ではないか

というような指摘をされても、結果として、確認検査機関だけに対していろいろ文句が言

えるような仕組みになっているものですから、これもできれば、文句があればちゃんと言

って、お互いに納得した形で解決をしてやるというような仕組みができないかというご意

見でございますが、そのようなものも、処分性のあるものにするという方法もあるでしょ

うし、実態上は何かそういう調整機関みたいなものを置くという方法もあるのかもしれま

せんが、法律上どう置くかはこれから検討いたしますけれども、幾つかの方法も選択をす

る必要があるかなと思います。 

 ○○委員がおっしゃるように、処分性を持たせて、行服の対象にするという方法は１つ

の有力な方法だと思います。 

【委員】  さらにいいですか。そうするとあれですよね、消防庁の同意の手続がありま

すけれども、古典的にいうとそちらに近づけていくようなイメージに私には聞こえますが、

ただ一方で、消防庁の同意も処分性ないというふうに言われているけれども、現在、行訴

法の改正で、対応可能性が出てきているというようなところもあって、何かそこがふくそ

うしているんですね、可能性が。だからそこはちょっと何かざっくりし過ぎている感じが

するなと。 

【事務局】  もともとは消防同意も処分性がないという判断でやって、それに少し類似

した仕組みで、構造適判、今、現行制度では構築したのですけれども、先ほどのような問

題が出てきているものですから、行服の対象にできるかどうかって、ちょっとこれから法

制的に議論しなきゃいけないと思うのですが、そのような方向も含めて、何らかの形で不

服申し立てをしてやるような仕組みができないかという検討をしているというようなこと

でございます。 

【部会長】  ほかによろしゅうございますか。 

 ちょっと私も、今の○○委員のお話をさらに混乱させてしまうかもしれませんけど、私、

法律学者じゃないので、ちょっとこの法のあるべき姿とか何かよくわからないのですけれ

ども、例えばこの中の事前相談というのは、多分これを要望された方は、このような仕組
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みがあると適合性判定機関でのやりとりが少なくなる、それから面談という制度もそうい

うことで役に立つということで、これを決して義務化だとか法制化するという趣旨のお気

持ちは持っていないと理解しているんですね。 

 私の理解では、このようなものはこの部会とか建築分科会でやるべきかどうかは別なん

ですけれども、この部会として、かなりそれぞれの専門的な立場から見たら、こういうよ

うなルールを任意的な、もしくは任意制度としてこういうルールをこのシステムの中に設

けると。だからといって、それを告示とかそういう何かに組み込んで、これをこうやりな

さいというと、じゃあ、面談は１件当たり３時間やるとかというような細かいことになる、

そこまでをちょっと私はイメージしていないんですね。 

 だから事前相談という制度を設けたい機関があってもいいし、設けない機関があっても

いいと。 

【委員】  いや、だから問題は、事前相談は基本的にインフォーマルな手続になって、

制度化しようとしまいと、そこは事実上のものとして運営をしていくということは前提な

んですよね。その上で、そのような制度というものが手続として一歩進んだものになるの

かどうかというところの評価が必要でして、メリットもあるのだけれども、不透明な処理

といいますかね、要するに正式な手続に入るというものではないので、一般論として言い

ますと、そのような事前の調整的な水面下における根回し的なものというのは、基本的に

は乱用の危険性ももちろんあるし、それから誤った相談内容になることもあり得るので、

そのようなことを含めた上で、どうするのかということになっていて、ですから申請前に

受理するかどうかというところでの事実上の行政指導というのは、これは行政相談にほか

ならないわけなのですが、そのようなものについては問題があるということで、これはむ

しろ法制的な普通の常識に入っていると思うので、それをあえて乗っけるということにつ

いては、一定の、それを上回る何かメリットがあり、要望があり、弊害がないというふう

に考えるのが通常ではないかと。 

 それで一般論ですけど、私はあんまり事務的な手続がいいかどうかはちょっとわからな

いのですが、不透明性みたいなものを避けようとすると、むしろ軽目の、不服申し立てな

んて大仰に言わないで、ある種の異議申し立てみたいな形でやりとりが事実上できるとい

うことのほうが多分スマートなのかなという感じがしていて、その申請時期について、む

しろそろえるような形でできるようにすると、そこからスタートして、やりとりを同時並

行でやっていくというほうが、おそらくモデルとしてはきれいなのではないかなという印
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象は思いました。 

【部会長】  ご意見、ぜひ。最終案に向けて、今のご意見をご検討いただくようにお願

いしたいと思います。 

 ほかに何か、この１、２について。では○○委員。 

【委員】  ○○でございます。日建連等々の、４回でいろいろ意見、出させていただい

て、今日も参考資料につけさせていただいて、今、我々の意見の参考資料の中の資料４で

ございますが、ほとんど今のこういう意見とこういう意見がありますよというほうの片一

方のほう、これほとんど今、意見の３というところと意見の４というところなんですけれ

ども、ちょっと参考までに述べさせていただきますと……。 

【部会長】  この資料は私もちょっと見たのですけども、かなり以前の提出資料で、事

務的には資料の、参考資料でまとめていただいていますので。 

【委員】  ええ、もちろんそうです。 

【部会長】  今回の２についての○○委員としてのご意見をいただくようにお願いした

いと思います。 

【委員】  ええ、その意見をこれから言うのですけれども、今、意見が出た中で、同一

機関問題と、それから事前相談問題があったと思うんですけど。 

【部会長】  ワンストップ化とですね。 

【委員】  ええ。ワンストップ化という言葉にしましょう、ワンストップ化のところの

ちょっと参考意見として言わせていただきたいんですけど、文章があったほうがいいと思

ったので、我々の資料の４の共同意見の、意見の４というところを見ていただきたいんで

すけれども、例えば意見の４の丸の２つ目なんですけれども、例えばということで、都道

府県知事みずからが構造適判を行う場合は、同一組織内で別の担当者が確認審査と構造適

判を分担して適正に審査することになるが、民間機関の場合でも、みなし公務員としての

行動規範が求められている適判員が同様に公正な審査を行えない理由はないと思われると、

こう書いたんですけど、そんなことも参考にしていただいて、同一機関の中で確認という

ことと適判ということが行われるということをちょっとイメージしていただければなと思

って、今、お話ししました。 

 以上でございます。これについては。 

【部会長】  どうもありがとうございます。 

 ちょっと私も細かく申し上げたんですけれども、事務局のほうも、「同一機関」と書かれ
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ているところと、「同一法人」と書くべきかというあたりは、厳密に皆さん方もご理解いた

だきたいと思います。○○委員のほうは今、「同一機関」というふうにおっしゃいましたけ

ど、それは同一法人ということ。 

【委員】 民間確認機関とか言うものだから、そういうふうに言ったのですが、同一法人

という事で考えています。 

【部会長】  ○○委員と、私もそういうの知らなかったんですけど、要は同一法人でや

る話と、同一機関でやる話は別だというふうな。 

【委員】  わかりました。 

【部会長】  わかりますか。よろしいでしょうか。 

  現行は、実態的には同一法人での。 

【事務局】  それはできない。 

【部会長】  できないことになっていますよね。 

 よろしゅうございますか。 

【委員】  もう一つだけいいですか。３ページも今、対象に入っていますか。 

【部会長】  入っています。 

【委員】  下から２番目のところですが、「構造計算適合性判定員の審査のばらつきをな

くすために、質を確保するためのルールづくりを」というご意見があったことに対して、

それを踏まえた今後の検討の方向として、３つ目の丸印に、「適合性判定員の質の確保に向

けた取り組みを検討する」を挙げています。この文章は具体的に何をどうするのかという

ことに何も言及していないので、現実としてはなかなかつらいものがありそうだという印

象を持ちました。 

 先ほど私が読み上げた「ばらつきをなくすため」という言葉が個人的にはひっかかりま

す。この文言では、質を確保することはばらつきをなくすことであると思われかねません。、

こう思われてしまうと、ばらつきをなくすために共通のマニュアルを用意して、一番低目

で全てを安定させる羽目になってしまい、判定員の質の向上という観点からは、それが果

たして適切であろうか思いました。 

以上です。 

【部会長】  ありがとうございました。 

 何かこれについて、実態論の。じゃあ、○○委員。 

【委員】  質」という言葉は多少、気になりました。人間に対して「質」という言葉は
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一般的には使わないかと思います。技術力の差ということでしょうか。技術力にはかなり

ばらつきがあるため、判断にもばらつきがあるということでしょうか。 

【事務局】  技術力もあるんですけれども、法令に対する、何ていうのでしょうかね、

適切な理解が必ずしも十分でないという方がいらっしゃるというのは漏れ聞きまして、つ

まり最低限、法令でやらなければいけないことと、望ましいレベルのことが、構造計算な

んかの場合、特にあるんですが、望ましいことをかなり強調されて、それができなければ

通さないよというようなことを主張される方もかなりいらっしゃるようでございまして、

そういった意味で、ある一定の適判のレベルを少し合わせてほしいというのが、ここで言

う審査のばらつきというようなことでご要望されているのではないかなというふうに認識

しています。 

 その意味で、審査員の質なのか、その判定のレベル、質というんでしょうか、判定の質

と言ったほうがいいのかもしれませんが、そういったものをある程度きちんと維持してい

くというのでしょうか、ということを検討するということではないかと思います。 

【委員】   だからそれを「ばらつきをなくす」というよりも、もっと端的に、劣悪な

ものは許さないというような言葉のほうが、メッセージとしては正しいのではないかと個

人的には思います。 

【事務局】  これは委員の先生方のご意見をまとめたものですので。申しわけございま

せん。 

【委員】  すみません。失礼いたしました。 

【部会長】  この問題については、多分、各学会も論文のレフリーや何かで同じような

ことも実はいろんなところでやられているところですけれども、ここで言う審査のばらつ

きとかというご発言をされた、私が言ったのか、どなたが言ったのか。例えば同じような

建物を申請して、結果的にある建物はＡ、ある建物はＢの機関で見られたときに、言われ

たことがどうも違うのはある程度いたし方ないにしろ、かなり違う、もしくは反対だとい

うようなご経験を持った方が多分いらっしゃるのじゃないかと。 

 具体的には、多分、かなり専門的になりますけど、例えば袖壁のモデル化だとか、せん

断長さの評価の問題なんていうのが結果に影響するようなところで、同じなのだけれども、

何でＡ適判機関とＢ適判機関で言われることが違うのかという、そういう実態をお持ちの

方がこういう発言をされて、そこは何とかしてくださいというご意見ではなかったかと思

います。 
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 では、次へ行ってよろしゅうございますでしょうか。それでは、次が仮使用と昇降機、

ちょっと組み合わせは悪いですけど、一緒でさせていただきたいと思います。それで仮使

用の承認に関しては、比較的、皆様方、特にこれぞ異論ということはなかったのではない

かと思いますけども、一緒にさせていただきます。 

 これについて、この資料に書かれている内容、これをもとに、またより次回という形で、

この部会のまとめにかかってまいりたいと思いますので、ぜひこの時点においてご意見い

ただければと思います。よろしくお願いします。 

 ○○委員、どうぞ。 

【委員】  よろしいですか。昇降機のほうで、よろしいですか。 

【部会長】  はい、どうぞ。 

【委員】  昇降機等事故調査部会でいろいろ議論して、またご提案したいと思います。

まず、私の個人的な意見だけちょっと申し上げたいと思います。例えば２６ページを見て

いただくとよくわかるんですけど、エレベーターは、ハードウエア、技術的なもの、それ

から保守点検でやっと安全を実現して、両方ペアであって、両方ないと実はいけないので

す。ここに定期検査とあるように、これはちゃんと法律上決まっていて、必ずやらなくて

はいけません。 

 ところが保守点検というのは、ある意味では契約で任意ということです。現実には保守

点検をやっていない、要するに定期検査だけしかやらない昇降機というのはどのくらいあ

るんですかね。ほとんどないんじゃないかと思うんですけど、いかがですか。 

【事務局】  通常、例えばホームエレベーターというような個人エレベーターは、少し

その辺は必ずしも契約をきちんと結んでいるかというのは疑問があるところもありますが、

普通の事務所系のものは大半が多分、粗密の程度はあるにしても。 

【委員】  保守点検を定期検査以外にちゃんとやっていると。 

【事務局】  ほとんどではないかと。 

【委員】  これはだから常識的になっているはずで、そしてこの保守点検については、

保守要員とかの技術者に資格は実はない。全く自由であると。ここに最大の問題があるよ

うな気がいたします。ぜひその定期検査だけじゃなく、保守点検についても、技術者のほ

うの保守点検員の資格というか技術の能力をある程度認定したりするという制度が必要な

のではないかという気がいたします。港区のエレベーター事故で報告書を出して、それで

再発防止策を提案して、かなり私はよくなったというふうに思っていますが、やはり問題
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は、この保守点検のところに手抜きだとか技術的な不足だとかということがあり得るかな

と思っています。ここをぜひちゃんと、ある程度規制をしたほうが、資格を持たせたほう

がいいのではないかというのが１点。 

 もう一つ、今回、港区の後で、金沢でやっぱり同じような事故が起きたのですけど、例

の既存不適格というか、昔オーケーしたものは、確かに昔の規格では安全だったのです。

しかし時代とともに技術はどんどんよくなるし、ある意味では安全度が上がってくる。逆

に言うと、エレベーターの安全はイエスかノーかではなくて、全て危険性はあるので、そ

の度合いがだんだん小さくなってる、要するに安全度が上がっているというのは事実。 

 ということは、昔、承認したものというのは、安全度からいうと、今に比べるとやっぱ

り安全度は低いと見るのが多分正しい見方。だとすると、やはり技術的な面から見ると、

もっとよりいいものができたならば、昔の、要するに５年か１０年かずっと前の既存不適

格のものについても、エレベーター、エスカレーターに関しては、ある程度新しい基準に

のっとれという強制的なものがあっていいのではないかというのが、これは私の個人的な

意見ですね。 

 それから、３つ目、もう一つは、エレベーターはやっぱり一級建築士が面倒見るのは無

理じゃないかという意見。確かに機械であるから、機械のプロが見るのは、これはいいと

思うんですね。ですからそれについては、やっぱり建築基準法というよりは別の法律でや

ったほうがいいと。しかしビルの中に、どこに設置するか、空間をどうつくるかという話、

また、エスカレーターでしたらエスカレーターを設置した場合に、前に補助柵をつくれる

か否か、状況で全部違うわけですね。 

 そういうような建築の中でどう位置づけるかというところは一級建築士に任せていいけ

ど、機械そのものは、やっぱりちゃんと機械の専門家に任せたほうがいいんじゃないかと

いうのが私の個人的な意見です。 

【部会長】  ありがとうございました。 

 今の、私から質問させていただきますけど、いわゆる型式認定みたいなのはエレベータ

ーはやっているのですか。エレベーター協会は。 

【委員】  型式については事務局にお任せします。現実の内容を少しご紹介いただけれ

ば。 

【事務局】  一応、制度上はあるのですけども、利用実績はそれほどないというのが実

情です。 
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【部会長】  ないですか。それは、利用実績がないのは、型式認定してもあまり役に立

たないということなのですか。いや、いわゆる自動車みたいに、それこそ５０万台、１０

０万台つくるから、型式認定やってもいいんだけれども、エレベーターはやっぱり、○○

委員は随分、建築ご理解いただいていると思いますが、建築物は物によって。 

【委員】  大分違う。 

【部会長】  ちょっとずつ違うものが随分違ったりというところがあるので。 

【委員】  はい。機械そのものは型式認定に僕は合うというふうに思いますけど、どう

設置するかとなると、これは明らかに、場合によって、状況によって違ってくる。 

【事務局】  まさに○○委員がおっしゃったように、設置する場合の部分がやはり個々、

建物ごとに条件が違ってくる面があって、これを型式的に１つに決めるのが非常に、かえ

っていろいろパターンをつくらなければいけないというようなこともあって、今の型式に

全て向かっていないというのが事実かと思います。その辺は今後の課題だと思いますので、

どのようなふうに制度を仕組んで、できるところとできないところを分けて、うまく整理

をしていくことが必要なのかなと思います。 

【部会長】  ほかに何かございますか。 

 この建築分科会という建築基準法体系そのものに対する助言というよりは、どちらかと

いうと、今の事務局のお話のようなので、型式認定という制度が物としては望ましいので

あれば、その何か誘導策があるかどうかという、そういうものが可能かどうかですね。そ

ういうご検討というのはどこかでできるんですかね。 

【事務局】  今の型式適合認定というのは、建築基準法の規定に合うということをあら

かじめ認定を受けておくと、個々の確認のときにその部分の審査が省略できるという仕組

みになっているものですから、そこがメリットの１つなんです。 

 ただ、先ほど申し上げましたように、個々の建物ごとにその条件が違うようなところに

ついては、そこが一番、申請者側も取り合いとかそういったところで工夫している部分も

あるので、そこがなかなかできないので、型式認定をとるまでの手間をかけなくてもいい

のではないかという判断をしているのではないかなと思います。 

【部会長】  どうもありがとうございます。 

 この３、４について、いかがでしょうか。仮使用承認、それから設備系のものに対する

確認検査ということです。 

 これ、私のほうからちょっと、ここで検討するときに頭に置いておきたいということで、
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進行上のことでご要望というのか、したいのですけれども、新しく何か調査委員会を設け

る、権限という形で、国が直接調査できるということになると、やっぱり今、鉄道事故で

やられているようなかなりの法整備が必要なことになるということを覚悟しなくちゃいけ

ないのですね。 

 どのようなものに対しては事故調査の対象になるということで、これは、でも何か半年

ぐらいの話ではなくて、もしそれを検討すべきだという提言は出せるにしろ、かなり長期

的な課題としての提言にしか位置づけられないという理解でよろしいですか。 

【事務局】  ２８ページのことでございますか。 

【部会長】  ええ。事故調査委員会なんて国が直接調査にかかわる。 

【事務局】  実は昇降機とか建築物の場合には、私ども不十分ながら一応、担当の室を

設けておりまして、それからこの社整審の中に部会等も設けていただいておりますので、

事故調みたいに十分な組織かと言われると、そこはまだまだ不十分な面はあるのですが、

一応整ってきておりますので、むしろ法律に基づいてきちんと権限を持って調査をすると

いうような仕組みを、これはきちんと法律の中に位置づけてやれるようになればですね。

これは公共団体からもかなり要望がございまして、やはり自分たちだけでなかなか事故調

査などはできないという事実上のものがございますので、それを地方と私どもが一緒にな

って、きちんとできるような仕組みにできるようにしたいということでございます。 

【部会長】  そうすると、くどいようでごめんなさい、ちょっと先に行ってしまいます

けど、２８ページにある国もみずから仕組みを検討するというところで、新しく何とか事

故調査委員会法なんていうのはつくる必要はないと。 

【事務局】  法制的にどうするかというのはこれからの詰めでございますが、法律に、

例えば建築基準法の中にそういった権限を置けるかどうかは、これから法制的に詰めてい

きたいと思います。 

【委員】  よろしいですか。今の話で、３条機関か８条機関かっていろいろまた問題が

あるかもしれませんが、今、昇降機等事故調査部会では、ある程度、力はあるけど、やっ

ぱり法律上見ると、警察との関係だとか、それから事情聴取できるかどうかとかというい

ろんな問題が実はあるので、そういう権限をちゃんと持たせていただいて、人とかなり組

織が充実するというのは非常に重要だと思います。ぜひこういうほうの提案をしたいと私

は思っています。 

【部会長】  では、○○委員。 
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【委員】  私はそんな大きな話じゃなくて、現状、任意でやっておられるので、それを

法制化するというご趣旨かなと理解したのですけれども。ということは、ちょっと聞きた

かったのは、ミニマムにつくるとして、強制権はどうするのか、完全に調査でされるのか、

地方公共団体がやっているみたいに間接罰を置くのかとか、そのあたり、どのような想定

でいらっしゃいますか。 

【事務局】  ちょっとこれからも法制的に詳細に詰めなければいけないのですが、一応、

国として当然いろんな事故調査というのは単に調査をするだけじゃなくて、当然、基準化

をして、対策を打つと、いろんな法律に基づいてやっていくことになりますから、そうい

ったものとの関係で、国として必要な調査を、例えば建物にも入れるし、それからいわゆ

る原因者というんでしょうか、そのものをつくった製造者なんかにもちゃんと調査ができ

るような権限をつくりたいなということで考えております。 

【部会長】  ちょっと私の不手際で、３、４の話が６へ飛んで、そこが中心になってし

まっておりますが、３、４についていかがでしょうか。特に仮使用、承認問題、特段のご

意見がないということであれば、先ほど事務局からご紹介いただいたこの資料の３の方向

で、この部会としての最終取りまとめということへ進ませていただくということになると

思います。 

 この段階でご発言いただかないと、後になって言われても、全体体系を一度組んでから

素案を出すという形になりますので、そこでひっくり返されては、この委員会の皆さん方

の時間の無駄だったということですから、今のうちにご意見のあるときは言っておいてい

ただきたいと。よろしいですか。仮使用に関して。 

 じゃあ、ありがとうございました。残ったのが５、６、７で、６は今、少し済ませまし

たけれども、５、６、７まとめて、先ほど室長のほうからお話のあったこの件についての

意見交換をしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【委員】  よろしいですか。先ほど申し上げたのですが、やはり古いエレベーターにつ

いては、年限を限って、新しい安全装置をつけないといけないということは難しいのです

かね、法律的に。いかがですか。 

【事務局】  法律的に難しいかどうかと、例えば立法上できないかというと、そんなこ

とは多分ないんだと思います。消防法では現実にそれがやられていますので。ただ現実と

して可能かどうかというところについては、かなりハードルは高いのではないかと思いま

す。そこを踏まえませんと、負担を誰がするのかとか、対象はどのぐらいあるかというよ
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うなことも踏まえてやっていかないといけないので、すぐにできるかと言われると、一度、

検討が必要かなと思います。 

【委員】  わかりました。 

【部会長】  ○○部会長代理。 

【部会長代理】  実際にその強制する前に、まず利用している方がどのようなエレベー

ターを使っているかというのがわかるようにするというのが重要かなと思うのですが、今

はなかなか普通の、例えばこの建物、エレベーターを使っても、それがどのような安全基

準にのっとっているかというのは直ちにはわからない。一般の方だとますますわからない

と思うのですが、少なくともそこの部分から始めるというのはあり得るような気はするの

ですけど。それだったら費用がかかる問題ではなくて、情報提供ですので。そういったと

ころで、もしもその利用者が忌避するようなことがあれば、実際、やっぱり設置者は変え

るという決断になると思うんですね。 

 今の場合は、変えていくインセンティブをどこにもつけていないので、そこがやはり問

題なのかなと思うのですが、それはいかがでしょうか。 

【事務局】  その点については、実は○○委員にもいろいろお知恵をいただきまして、

そういう促進策として、例えば情報提供としては、マーク制度みたいなものの創設をご提

言いただきまして、スタートしたところではあるのですが、なかなかまだ普及まで十分至

っていません。戸開走行の安全装置がついているかとか、それから地震時の管制運転装置

がついているかというのをマークで表示できるようなことはしているのですが、まだ必ず

しも、始めたばかりなものですから、まだ世の中の方が十分認識するまでには至っていな

いというのが事実で、それは普及していかなければいけないとは思っております。 

【部会長】  確かにＰ波でとめたり、二重ブレーキのというマークは最近見る。ただ○

○委員がおっしゃっているのだから、素人の方はなかなか見られないかなという気はいた

しますけれども、ついていますね。 

 多分、○○委員のご発言は、もっと言うと、マークのついていないものはそういうこと

をやっていないのだという情報を出せというのが、僕は真意だったような理解しましたけ

れどね。 

【委員】  そうです。 

【部会長】  今はどちらかというと、リノベーションをされたものに対してはされたと

言うのですけど、要はリノベーションされていないというのを公知させるのが先ではない
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かというようなのが。 

【委員】  そうです。私の提案はまさしくそうでして、このエレベーターは何年基準に

合格しました、今は４段階基準でこれは 2段階目ですよとちゃんと書いてあれば、「何とか

しろ」と言う人が出てくるんじゃないかという。 

【事務局】  その辺は少し検討させていただきますが、なかなかハードルは高いかと思

います。 

【部会長】  検討していただくとともに、この部会、お名前を伏せた形で議事録で出ま

すので、こういうことをやっているのだということを知る方も何人かいらっしゃると思い

ますので。 

 ほかはよろしゅうございますか。はい、じゃあ○○委員。 

【委員】  あまり意見がないようなので。○○です。５番の定期調査・検査報告制度及

び維持保全に関してどうかというお話で、適判や確認制度を今どうするかとか、それから

昇降機の問題もかなりそうだと思うのですけど、そういうわりに短期的な話で、多分、今

回ある一定の方向が出たら、それで当面この方向でいくのだという話と、５番の話という

のは、これからストック活用社会に向けて相当長期的に続く話なので、同列の話ではない

のではないかなという気がしていますので、５番について、何らか今回のことでこういう

方向が出ても、それでおしまいではないという形でぜひやっていただきたいと思いますし、

実はさっき発言しませんでしたけど、仮使用承認制度についても、やはりそのストックの

問題について、ストックを部分的にリノベーションするとき、一体どうなのかとか、そう

いう問題は今回の資料では扱わない形になっていて、それはそれでいいと思うのですけれ

ども、ほかに問題が残っているという、残っているというか、今後ずっと続くということ

の前提で検討をぜひ進めていただきたいと思います。 

【部会長】  ありがとうございました。今日のこの資料は、一度ここで挙がった問題点

をまとめたもので、今、○○委員の発言に関しては、５に関して何らかの形での部会とし

ての報告を出す後に、後書きだとか目次みたいなもので将来的にも継続的に検討してくだ

さいというのは書くという、そういう対象と考えますけど、そんなことでよろしいですか。 

【委員】  ええ。 

【部会長】  その場になったら、またぜひリマインドしてください。では、事務局。 

【事務局】  そもそもこの部会を設けたときの諮問内容というのは、かなり先々の話ま

で入っていて、その上で当面、急ぐものとして、まず既存建築物の、特に耐震性、これは



 -39- 

今年の耐震改修の改正につながって出させていただきました。 

 その次に、過去の宿題の確認検査の部分とか、昇降機の安全の問題だとかいうものを比

較的急ぐ課題としてやらせていただいたという位置づけですから、もとよりこの先は全部

あるという、そもそもの諮問になっていたかと思います。 

 ご答申いただくときに、そこのところはしっかり配慮して書くようにさせていただきま

す。 

【部会長】  よろしくお願いしたいと思います。なるべく早く書きたいですね。 

 ほかによろしゅうございますか。はい、どうぞ、○○委員。 

【委員】  それでは、７番につきまして少し質問させてください。３０ページです。技

術的基準に適合しない新たな構造方法への対応ということで、新しい仕組みを検討するこ

とは、私もまさにそのとおりだと思っています。 

 それを前提とした上で、現状の課題を見ると、技術的基準の性能規定化が図られたもの

の、どうも具合が悪いので見直しが必要だとあります。ただ私の記憶によれば、前の法改

正のうたい文句が、新しい技術をもっと導入しやすい仕組みを作ろうであったことを思い

起こすと、法改正前の制度に不備というか、うまくいかなくなった理由があったはずです。

そこをちゃんと分析しておかないと、実効性の高い新しい仕組みは作れないのではないか

と思います。 

 それに関連して、主な意見の１つが、旧法３８条認定のような弾力的な仕組みとありま

す。こんなすばらしい仕組みがあったのなら、何でそれをつぶしてしまったのでしょうか。

新しい仕組みを考える上では、前回の法改正も同じ主旨であったことに思いを致して、別

の新しい工夫が要るのではないかとの印象を持ちました。 

 以上です。 

【部会長】  ありがとうございました。 

 私もちょっとその経緯は存じ上げないんですけれども、建築基準法のベストディレクシ

ョンがすなわち全体の国の建築行政のベストディレクションと必ずしも一致するかどうか

とか、国の全体としての当時の民営化問題だとかということでの取り巻く環境条件という

のも、何らかの形でこれに影響されたのではないかというふうに私は外から見ておりまし

た。 

 この部会は、建築行政というのか、よりよい建築をつくるために皆さん方からのご意見

をいただくものですので、報告書の取りまとめそのものはその方向で行って、あと若干、
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今の社会全体のアベノミクスのような動きを見て、修文はさせていただくことにはなるか

もしれませんけど、○○委員がおっしゃったように、今のところは、我々の中でのベスト

な方向を議論していきたいと。 

【委員】  結構でございます。 

【部会長】  じゃあ、ほかは特によろしゅうございますか。 

 どうもありがとうございました。本日、ご意見をいただきましたことについては、防災

対策室のほうでもこの資料の若干見直しだとか、それから情報としてこんなのがあったら

いいなということについて、もし準備できるようでしたら、ご発言された委員の方に事前

にお送りするなり、ちょっとその辺の手配をしていただいて。このデータを解釈する上で

必要だというふうなご要望でございましたので、よろしくお願いしたいと思います。 

 それでは、大まかな時間となりましたので、以上で本日の議事を終わらせていただきた

いと思います。最後に、今後の予定について、これは事務局のほうから。 

【事務局】  お手元の資料５があろうかと思います。次回は１０月２８日、月曜日の１

６時から１８時ということで、今日いただきましたご意見を踏まえて、もう少し今後の方

向について少し深掘りして、またご議論をいただければと思っております。 

 その次に、できれば１２月の頭ぐらいをめどに、これは報告書の案を少し事務局で作成

をして、ご議論いただくような機会にしたらどうかということで、これについては後ほど

日程調整をさせていただきたいと思います。場合によりましては、いろいろ意見募集等も

した上で、１月か２月ごろ最終的な取りまとめのご議論をしていただいたらどうかという

ことで、これについても改めて日程調整をさせていただきたいと思います。以上でござい

ます。 

 なお、本日の議事につきましては、後ほどまた委員の皆様方に確認をさせていただきま

すので、よろしくお願いいたします。 

【部会長】  どうもありがとうございました。ちょっと不規則的な発言かもしれません

が、本日、資料４というのが提出されております。次回、ちょっと日にちが短いのですけ

れども、もう一度、最後にこういうことを言いたいということがあれば、これ、こういう

形の資料を出すということで。 

【事務局】  できますれば、今日のこの資料２とか３についていろいろご意見をいただ

けるとありがたいなと思います。 

【部会長】  そうですね。特に資料２は、多分、次回は実験の終わった後の概要の報告
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だとか、こんな傾向が見られたということもいただきますけれども、資料３については、

特にこれについてご意見があれば、できれば書き物という形で、この段階にまで来ました

から、Ａ４、たかだか２枚でしょうね。あまり長々というよりは、Ａ４、２枚という形で、

それで集約はこれ、事務局のほうでやっていただけますでしょうか。よろしいでしょうか。 

 じゃあ、時間的にはどうしましょうか。２８日ですから、２週間前ぐらいでいいですか。 

【事務局】  そうですね、そうしていただけるとありがたいです。 

【部会長】  では、２週間前ということで、ちょうど１４を引けばいいんですかね。１

０月１４日、休みの明けになりますか。 

【委員】  １４は休みです。 

【部会長】  休み。じゃあ、９日が金曜日？ 

【委員】  いえ、１１日。 

【部会長】  １１日。その週末のウイークデーっていつになる？ １１日。では、１０

月１１日までに、事務局のほうに届くようにと。事務局としてもあと取りまとめたいとあ

りますので、主に資料３ということで、資料２についても、では、ご意見があればと。な

るべく簡潔にということにしたいと思います。 

 それでは、以上をもちまして本日の建築基準制度部会の審議を終了させていただきます。

お忙しい中、ありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 


